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本研修の獲得目標を確認する

日々の仕事を振り返りつつ、明日からの仕事に活かせるよう
学びを深めていきましょう

2

 「生活保護手帳」「別冊問答集」の
位置づけ・構成・利用する際の留意点
を理解し、日常業務で活用できるよう
になる
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ワークを行う上での留意点

本教材は、受講者のみなさん同士で意見交換をする「ワーク」を取り入れています。
ワークを意義ある時間にするために、以下のルールを守りましょう。

皆さんの仕事においても、重要な視点ですね。

批判しない

みんなの意見を聞く

聞いたこと、話したことはこの場限りで

• 「思ったこと」を率直に、自由に話し合う上で大切なルールです。
• ネガティブな意見や、「理解できない…」と感じる意見が出てきたとしても、
それを頭ごなしに否定はせず、まずはその意見をそのまま受け止めましょう。

• 限られた研修時間を有効に活用するために、参加している人全員が発言の機会
を持てるようにしましょう。

• 安心して話せる場を作るために大切なルールです。
• 誰かに共有したいと感じたよい話があれば、共有してもよいかどうか、
講師や本人に相談しましょう。
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Ⅰ．「生活保護手帳」について

ここからは、生活保護手帳の位置づけや構成など、
基本的な事項を学んでいきましょう。



受講者同士で、自由に話してみましょう

5

「生活保護手帳」や
「別冊問答集」を

どのように活用していますか？

ワーク



6

生活保護ケースワーカーにとって、業務を遂行するうえで欠くことのできない
書籍が「生活保護手帳」です。

「生活保護手帳」は、よく「必読の書」であるとか「バイブル」であるなどと
言われますが、「読みもの」というよりは、「辞書」のようなものだと考えると
よいでしょう。

保護の決定・実施の際の根拠を調べたりする場合などのために、常時手元にお
いて「辞書」のように使用します。この積み重ねが、ケースワーカーにとって必
要な「知識」となっていくのです。

ところで、「辞書」を使いこなすには、まず構成やルールを頭に入れる必要が
あります。

例えば、「国語辞典」は「あいうえお」順に構成されていますが、「漢和辞
典」は「部首画数」順に構成されています。

それでは、生活保護手帳はどのような構成になっているのでしょうか？

１．生活保護手帳の位置づけ
Ⅰ．「生活保護手帳」について
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生活保護手帳は以下の内容で構成されています。下線を引いた項目については、
のちほど詳しく触れます。

【生活保護手帳の構成】

• 生活保護実施の態度
• 生活保護法
• 生活保護法施行令
• 生活保護法施行規則
• 生活保護法別表第１に規定する厚生労働省令で定める情報を定める省令
• 保護の基準
• 保護の実施要領
• 医療扶助運営要領
• 介護扶助運営要領
• 関係通知
• 資料

２．生活保護手帳の構成
Ⅰ．「生活保護手帳」について
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「生活保護手帳」の「生活保護実施の態度」には、生活保護業務に携わるにあたって
の心構えが記載されています。
この部分はしっかりと目を通してください。

【生活保護実施の態度】

1. 生活保護法、実施要領等の遵守に留意すること。
2. 常に公平でなければならないこと。
3. 要保護者の資産、能力等の活用に配慮し、関係法令制度
の適用に留意すること。

4. 被保護者の立場を理解し、そのよき相談相手となるよう
につとめること。

5. 実態を把握し、事実に基づいて必要な保護を行うこと。
6. 被保護者の協力を得られるよう常に配意すること。
7. 常に研さんにつとめ、確信をもって業務にあたること。

３．「生活保護実施の態度」
Ⅰ．「生活保護手帳」について
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Ⅱ．「保護の実施要領」について

ここからは、「保護の実施要領」について、構成や
利用する際の留意点を学んでいきましょう。
練習問題もあるので、ぜひ取り組んでみて下さい。
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「保護の実施要領」は、内容によって以下の章に分類されています。

章 タイトル
第１ 世帯の認定
第２ 実施責任
第３ 資産の活用
第４ 稼働能力の活用
第５ 扶養義務の取扱い
第６ 他法他施策の活用
第７ 最低生活費の認定
第８ 収入の認定
第９ 保護の開始申請等
第10 保護の決定
第11 保護決定実施上の指導指示及び検診命令
第12 調査及び援助方針等
第13 その他
第14 施行期日等

１．「保護の実施要領」の構成①
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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「保護の実施要領」には、次の通知等が項目ごとに整理されています。

・生活保護法による保護の基準 （厚生労働省告示）
・生活保護法による保護の実施要領について （次官通知）
・生活保護法による保護の実施要領について （局長通知）
・生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて（課長通知）

告示 はゴシック体で、次官通知 もゴシック体で、局長通知 は明朝体で、課
長通知 は明朝体・点線囲みで記載されています。

３つの通知は、いずれも地方自治法第245条の9第1項及び第3項の規定による「処理
基準」です。
３つの通知は、『次官通知 ＞ 局長通知 ＞ 課長通知』の関係にあります。

• 次官通知は、それぞれの項目についての「基本的な考え方・指針」を規定したもの
です。

• 局長通知は、３通知の中核をなす通知で、それぞれの項目についての「運用・取扱
方法」を規定しています。

• 課長通知は、問答形式で示されており、局長通知の規定についての「具体的な解
釈」や、局長通知では示されていない詳細な事柄についての取扱いなどを示してい
ます。

告 次 局
課

１．「保護の実施要領」の構成②
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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保護の実施要領は、告示のほか３つの位置づけの異なる通知が項目ごとに整理されて
いることに特徴があります。項目ごとに調べることができるというメリットがある反面、
手帳を「項目ごとに縦に読む」ことで、見落としてしまったり、解釈を誤ってしまう危
険性があります。このため、ときには通知ごとに独立して調べることも必要です。

※「生活保護関係法令通知集」には各通知が独立して掲載されています。

特に次の点に留意してください。

１ 局長通知の小項目の間に、たくさんの課長通知が挟まれて掲載されている部分があ
ります。局長通知の小項目間のつながりに留意してください。

（例） 第８－２「収入として認定しないものの取扱い」では、(3)と(4)の間に、
課長通知の６つの問答が３ページにわたり掲載されています。また(5)と(6)の
間にも課長通知の９つの問答が６ページにわたり掲載されています。

２ 次官通知は「基本的な考え方」を示したものですが、例外的に「収入認定」につい
ては、具体的な取扱いを示しており、分量も多くなっています。このため「収入認
定」の章は、３通知が混在しています。特に「次官通知」と「局長通知」は別の通
知であることに留意してください。
→（例）次ページ参照

局

２．「保護の実施要領」を利用する際の留意点①
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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（問題）
利用者から「１０月６日に宝くじの当選金１０万円を受領しました」との収入申告がありま
した。どのように収入認定しますか。実施要領に即して答えてください。

２．「保護の実施要領」を利用する際の留意点①－事例（問題）
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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実施要領「第８ 収入認定」の「３ 認定指針」を調べると、「(1) 就労に伴う収
入」の「ア 勤労（被用）収入」から「(2) 就労に伴う収入以外の収入」の「ウ 財
産収入」までのいずれにも該当しないことがわかります。
また、「(3) 収入として認定しないものの取扱い」にも該当する項目がありません。

そこで、「(2) 就労に伴う収入以外の収入」の「エ その他の収入」のうち、
第８－３－(2)－エ－(イ)に記載のある「保険金その他の臨時的収入」に該当する

ものとして、「8,000円を超える額を収入認定する」のか、
それとも、 第８－１－(5)に記載のある「(1)から(4)までに該当する収入以外の収
入」として、「全額を収入認定する」のか、
「どちらかになるのではないか」「どちらを適用すべきか迷った」人はいませんでしょ
うか？

しかし、この２つの通知を見比べて迷ったとしたら、その時点で「実施要領を縦に読
む。（異なる通知をごちゃごちゃにして読む）」という誤りを犯していることになりま
す。

正解は、その「どちらにも該当する」です。

次

局

２．「保護の実施要領」を利用する際の留意点①－事例（解答①）
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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次官通知は収入の種類ごとに、「収入をいくら認定するか」という基本事項を定めて
います。あらゆる収入は、まず上位通知である次官通知の第８－３に認定の根拠があり、
(1)～(3)のいずれかの項目に分類されます。

したがって、(1)～(2)のエ－(ア)までの収入に該当せず、さらに(3)の収入認定除外に
もあたらない収入は、すべて、エ－(イ)の「その他の臨時的収入」となります。

一方で、次官通知は「収入をいつどのように認定するか」ということは定めておらず、
この点は専ら局長通知に委ねています。このことは局長通知だけを調べてみるとよくわ
かります。（(１)勤労収入における賞与、(2)～(5)のすべての収入に記載があります。）

つまり、 第８－１－(5)は「局長通知上の(1)～(4)に該当しないその他の収入」を、
「いつどのように認定するか」という規定なのです。よって事例の答えは

 第８－３－(2)－エ－(イ)により、8,000円を超える92,000円について、
 第８－１－(5)により、（次官通知で認定するとした92,000円）全額を、
収入のあった月である10月1日付で認定する。

となります。

このように、次官通知と局長通知は独立した別の通知であることに、十分留意してく
ださい。なお、両通知では収入の種類の分類方法が異なっています。次ページに対応関
係を記しますので、参考にしてください。

局

局

次

２．「保護の実施要領」を利用する際の留意点①－事例（解答②）
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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第８－３ 認定指針 第８－１ 収入の取扱い

（１）就労に
伴う収入

（２）就労に伴
う収入

以外の収入

（１） 勤労（被用）収入
ア 常用収入
イ 日雇収入
ウ 臨時又は不特定就労収入
エ 必要経費として控除すべき

労働組合費の範囲

（２）農業収入

（３）農業以外の事業（自営）収入

（５）その他の収入

（４）恩給、年金等の収入

ア 勤労（被用）収入

イ 農業収入

ウ 農業以外の事業（自営）
      収入

ア 恩給、年金等の収入

イ 仕送り、贈与等による
収入

ウ 財産収入

エ その他の収入

エ その他不安定な就労による
      収入

第８－２ 収入として認定しな
いものの取扱い

第８－３ 勤労控除の取扱い

第８－４ その他の控除

（３）次に掲げるものは、収入として認定しないこと

（４）勤労に伴う必要経費

（５）その他の必要経費

次 局

局

局

局

参考：次官通知と局長通知の対応関係（収入認定）
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各通知の中では、「認定」や「支給」の際の要件や事例などを具体的に示している場
合がありますが、これらは原則として「例示」ではなく「限定列挙」です。

「等」という言葉でくくられている場合には、幅を広げて解釈する余地はありますが、
拡大解釈をしないよう注意が必要です。

また以下のような表現にも注意が必要です。

「真にやむを得ないと実施機関が認めたときは……差し支えない」

「真にやむを得ない事情により、この額により難いと認められるときは……差し支
えない」

「ただし、これによることが適当でない場合は………」

このような記載にあたった場合には、それぞれの通知の趣旨を踏まえ、それが「真に
やむを得ない」場合にあたるのか、あるいは例外規定に該当するのか、慎重に判断する
必要があります（「等」の範囲を含め、課長通知や別冊問答集に解釈が示されている場
合もあります）。

なお、「最低生活費の認定」では、告示や基準によりがたい特別な事情がある場合に
は厚生労働大臣に情報提供する途が開かれています（ 第7-10-(4)）。局

３．「保護の実施要領」を利用する際の留意点②
Ⅱ．「保護の実施要領」について
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Ⅲ．「医療扶助運営要領・介護扶助運営要領」
について

ここからは、「医療扶助運営要領」「介護扶助運営要領」に
ついて、構成や利用する際の留意点を学んでいきましょう。
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「医療扶助運営要領」は、内容によって以下の章に分類されています。

また、次の通知が項目ごとに整理されています。

生活保護法による医療扶助運営要領について （局長通知）
生活保護法による医療扶助運営要領に関する疑義について（課長通知）

両通知は地方自治法第245条の９第１項及び第３項に基づく処理基準です。
素の文章（点線囲み以外の部分）が局長通知で、課長通知は点線で囲まれており、

章に関係なく通し番号です。
なお、局長通知の中で様々な様式を定めていますが、保護手帳には掲載されていま

せん。（関係法令通知集等での確認が必要です。）

章 タイトル
第１ 医療扶助運営方針
第２ 医療扶助運営体制
第３ 医療扶助実施方式
第４ 医療扶助指定機関
第５ 診療報酬の審査及び支払
第６ 指導及び検査
第７ 精神医療取扱要領
第８ 施行期日等（略）

１．「医療扶助運営要領」の構成
Ⅲ．「医療扶助運営要領・介護扶助運営要領」について
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「医療扶助運営要領」は、ケースワーカーにとっては、なじみの薄いもの、普段あま
り利用しないもの、かもしれません。

「保護の実施要領」が生活保護独自の規定であるのに対し、「医療扶助」は、ベー
スに医療保険制度があり、国民健康保険に準じた取扱いをしている場合が多いことも一
因であろうと思います。

しかし、医療扶助運営要領では、「医療扶助の実施にあたって、…（中略）…生活保
護制度は、国民の最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを
こえないものでなければならないという原則において、他制度と基本的な差異があるこ
とに留意して、実施の適正を期すること。」（医療扶助運営要領局長通知 第１－３）
と定められています。

例えば「治療材料の給付」（第３－６）や「移送の給付」（第３－９）などでは、一
部で生活保護制度独自の給付も行っています。

また、医療扶助の決定・実施は国民健康保険とは異なる手続きの流れによって行われ
るものです。（第３）

扶助の決定に際しては、その根拠にあたるとともに、手続きの流れ等についても確認
し理解するよう努めてください。

２．「医療扶助運営要領」を利用する際の留意点
Ⅲ．「医療扶助運営要領・介護扶助運営要領」について
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「介護扶助運営要領」は、内容によって以下の章に分類されています。

また、次の通知が項目ごとに整理されています。
生活保護法による介護扶助運営要領について （局長通知）
生活保護法による介護扶助運営要領に関する疑義について（課長通知）

両通知は、地方自治法第245条の９第１項及び第3項に基づく処理基準です。
素の文章（点線囲み以外の部分）が局長通知で、課長通知は点線で囲まれており、

章に関係なく通し番号です。
なお、局長通知の中でいくつかの様式を定めていますが、保護手帳には掲載されてい

ません。（関係法令通知集等での確認が必要です。）

章 タイトル
第１ 介護扶助運営方針
第２ 介護扶助運営体制
第３ 被保険者である被保護者等に関する市町村への連絡
第４ 要介護認定等及び居宅介護支援計画等の作成について
第５ 介護扶助実施方式
第６ 介護扶助指定介護機関
第７ 介護の報酬の審査及び支払
第８ 指導及び検査
第９ 施行期日（略）

３．「介護扶助運営要領」の構成
Ⅲ．「医療扶助運営要領・介護扶助運営要領」について
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「介護扶助運営要領」も、ケースワーカーにとっては、なじみの薄いものかもしれま
せん。

「保護の実施要領」が生活保護独自の規定であるのに対し、「介護扶助」は、ベー
スに介護保険制度があり、「介護保険制度の保険給付の対象となる介護サービスと同等
のサービスを、介護保険制度とあいまって、要保護者に対し保障するものである。」
（介護扶助運営要領局長通知 第４－１）からです。
※ 生活保護受給者は、介護保険制度においては原則として被保険者になる一方で、

国民健康保険制度においては被保険者とならないことに留意が必要。

一方で、介護扶助は、「…運用にあたっては、法の趣旨から一定の制約と福祉事務所
の関与が必要であるとともに、要介護認定を受けて居宅介護支援計画を作成することが
必要であるなど医療扶助と利用の仕組みが大きく異なることから、利用の手続きについ
て適切な助言・指導を行うこと」（第１－１）と定められています。

「介護扶助運営要領」は、この手続き面での規定が多くなっていますので、手続きの
流れ等について確認し理解するよう努めてください。

４．「介護扶助運営要領」を利用する際の留意点
Ⅲ．「医療扶助運営要領・介護扶助運営要領」について



23

Ⅳ．「生活保護別冊問答集について」

ここからは、「生活保護別冊問答集」について、位置づけや
構成、利用する際の留意点を学んでいきましょう。
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「生活保護手帳」に記載された規定を調べてもわからない場合は「生活保護手帳別冊
問答集」にあたってみましょう。
「別冊問答集」は実施機関から寄せられた疑義に対する回答など、実施要領等の規定

の解釈を、具体例に沿って問答形式で掲載したものです。
法定受託事務である生活保護制度について、自治体ごとに解釈や運用のバラツキが生

じないようにするための解釈集になります。

「別冊問答集」は、「第1編 保護の実施要領関係」「第2編 医療扶助運営要領関
係」「資料（要保護世帯向け長期生活支援資金の運用等に関する質疑への回答）」から
構成されています。「介護扶助運営要領関係」はありません。

「保護の実施要領関係」の問答は、保護の実施要領と同じ分類で章立てされています。
問の頭の番号は保護の実施要領の３通知と全く同じです。

「医療扶助運営要領関係」の問答も、「第６ 指導及び検査」までは、医療扶助運営
要領と同じ分類で章立てされています。問の番号は、全体で通し番号となっています。

１．「生活保護手帳別冊問答集」の位置づけ、構成
Ⅳ．「生活保護別冊問答集」について



25

• 「別冊問答集」では、各章の冒頭などに、それぞれの項目についての解説が詳
しく述べられています。これは「生活保護手帳」にはない「別冊問答集」の大
きな特長です。それぞれの規定の趣旨などに対する理解が深まりますので、是
非ご一読ください。

• また、「別冊問答集」の「実施要領関係」には、「第13 その他」の中で、
保護の実施要領等には全く規定されていない事柄についての問答も掲載されて
います。
「1 保護費の返還、徴収等」や「３ 外国人保護」などについては、実施要
領では触れられていませんので、事例が発生した際には、この「問答集」をあ
たってみましょう。

• なお、「別冊問答集」は、直面するすべての事象に対して、網羅的に解釈を規
定しているものではありません。具体的な事例を挙げた上でその場合の解釈を
示しているものであり、事例に挙がっていないからといって、同様の解釈を取
ることができないわけではない（「○○の場合は△△を適用する」→「（記載
のない）○○の場合は△△を適用しない」とはならない）ことに注意が必要で
す。

２．「別冊問答集」を利用する際の留意点
Ⅳ．「生活保護別冊問答集」について



26

別冊問答集の冒頭には「生活保護問答集について」と題して、ケースワーカーが業務
にあたるうえでの心構えが載せられています。こちらも、是非一度お読みください。

【生活保護問答集について】

1. 常に生活保護法の理念に立ち返って考えること
2. 被保護者に対しては、常に公平・公正であり、決定実施には統一性

が確保されていること
3. 要保護者の立場や心情を理解し、その良き相談相手であること
4. 要保護者の個別的、具体的事情に着目し、決定実施は具体的妥当性

を持つものとすること
5. 被保護者に対しては常に説明と同意に努めること
6. 本法の正しい理解と協力を得るため、啓発に努めること
7. 常に保護の実施機関としての組織的な判断に基づき、業務を遂行す

ること

３．「生活保護問答集について」
Ⅳ．「生活保護別冊問答集」について
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⃝ 「生活保護手帳」や「別冊問答集」はあらゆる事柄を規定しているものでは
ありません。手帳を調べても、わからない、解釈できない、ということにし
ばしば遭遇します。

⃝ こうした場合には、「関係法令通知集」などに掲載されているその他の通知
や、自治体で独自に作成している「運用事例集」や「疑義照会集」などを調
べたりしますが、それでもわからない場合には、最後は自ら判断しなくては
なりません。

⃝ その際、「別冊問答集」の冒頭にも記載されているとおり、「常に本法の基
本理念は何かという原点に立ち返って考える」ことや「ケース診断会議や査
察指導員等との協議により、十分納得のいくまで検討し、その中から一つの
結論が導かれる」ことが何よりも重要です。

⃝ 個々の利用者のニーズや背景、そして時代の変化等にも敏感になりながら、
「法の理念に基づき」「組織として判断して決定していく」ことが求められ
ているのです。

Ⅴ．調べてもわからない場合
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 「生活保護手帳」「別冊問答集」の位置づけ・構成・利用
する際の留意点を理解し、日常業務で活用できるようになる

まとめ

本研修の獲得目標の再確認

講師からのメッセージ

業務を行ううえでの根拠となる「生活保護手帳」や

「別冊問答集」の構成や位置づけ、主な内容について学びました。

「生活保護実施の態度」の冒頭には

「生活保護法、実施要領等の遵守に留意すること。」が

掲げられていること、そして、調べても分からない場合は

組織的に検討することを常に念頭におきながら

業務を進めていきましょう。



獲得目標の確認と振り返り

達成度 → 達成！ ・ まあまあ達成！ ・ もう少し！ ・ いまいち！

なぜそう思いましたか？理由を書いてみましょう

獲得目標の達成度

学べてよかったこと・もっと知りたいこと

明日からの仕事に活かしたいこと

「はじめに」を適宜確認しましょう

29



出典・参考図書・文献

ぜひ書籍・文献にも目を通してみましょう

30

【教材作成に用いた資料】
• 『生活保護手帳 2024年度版』中央法規出版.
• 『生活保護手帳別冊問答集 2024年度版』中央法規出版.

【参考図書・文献】
• 『生活保護関係法令通知集』中央法規出版.
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